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１　はじめに
　現在、我が国には全国に約2万人の待機児童が
存在しており、政府の過去20年に渡る保育所整
備の取り組みにも関わらず、その解消は難しい課
題となっている。本稿では、これまでの保育所政
策の実施過程の分析を通じて、ボトムアップ型の
政策実施における第一線アクターの裁量と戦略
が、待機児童の解消に必要であると主張する。理
論的枠組みとして政策実施理論を用いて事例研究
を行い、保育所政策の実施形態がトップダウン型
からボトムアップ型へと変化してきていることを
示す。この変化の背景としては、主に規制緩和に
よる新自由主義的な対策が講じられてきたことに
より、各自治体の裁量が拡大したことがある。規
制緩和は保育所受け入れ児童数の増加に一定の効
果を上げてきた一方で、保育の質と量のジレンマ
を生じることがある。そこで、ボトムアップ型の
政策実施が待機児童解消に結びつくかは、各自治
体におけるより市民に近いアクターの裁量とその
主体的な活動が重要であり、また、それを可能と
する制度的・財政的サポートが欠かせないと主張
する。
１．１　保育所の概要と待機児童の問題
　保育所には、児童福祉法第7条で児童福祉施設
と定められ、政府の定める一定の基準を満たして
認可を得ている保育所（認可保育所）と、それ以
外の保育施設（認可外保育所）がある。認可保育
所には公立と私立があるが、自治体内で保育料や
入所基準に差はなく、どちらも自治体が保護者の
申し込みに基づいて入所を決定している。一方、
認可外保育所には、各自治体が独自の基準で設置
している保育所や、事業所内保育施設、ベビーホ
テルなど、多様な施設がある。
　待機児童とは、認可保育所に入所申込みをして
おり、入所要件に該当しているが、入所できてい
ない児童のことを指す。ただし、①ほかに入所可
能な保育所があるにもかかわらず、特定の保育所
を希望して待機している場合や、②認可保育所へ
入所希望していても、自治体の単独施策によって
対応している場合は、待機児童数から除かれてい
る。
　2014年4月現在、全国に21,371人の保育所に入
所できていない待機児童が発生している（厚生労
働省，2014）（図1）。待機児童問題の特徴は、①0
～2歳の低年齢児が全体の84.5%を占めているこ
と、②首都圏（埼玉・千葉・東京・神奈川）、近
畿圏（京都・大阪・兵庫）の7都道府県（政令指
定都市・中核市含む）およびその他の政令指定都
市、中核市といった都市部に78.4%が集中してい
ることである 2。児童福祉法第24条によって、市
町村は「保育に欠ける」子どもに対して保育を実
施する責任を負っているため、待機児童がいる現
状は法に反する状態といえる。
　待機児童問題の背景としては、女性の社会進出
の拡大に伴う保育需要の増加が大きな要因となっ
ている。かつては、女性は結婚や出産を機に離職
することが多かったため、女性の労働力率を年齢
階層別に見た場合に、結婚・出産時期にあたる
20 代後半～30 代にかけて労働力率が低下する
「M字カーブ」が顕著に見られた（図2）。しかし、
次第にM字カーブは緩やかなものとなってきて
いる。この変化には、女性の高学歴化や、未婚
化・晩婚化の進展、育児休業制度の普及など様々
な要因が考えられるが、特に20代後半～30代前
半の有配偶者の労働力率の上昇が大きく貢献して
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いる（図 3）。厚生労働省が 2001 年（平成 13 年）
と2010年（平成22年）に生まれた子どもを継続
的に調査している「21世紀出生児縦断調査」に
よれば、出産1年前に有職だった女性の割合は、
平成 13 年から平成 22 年までに 73.5％から 78.8%
に増加している。また、このうち出産半年後も有
職である割合は32.2%から45.7%へと増加してい
る（図4）。こうした母親の就労の増加は、その
まま保育需要に跳ね返るため、保育所の整備が需
要に追い付かない状況が続いている。
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【図1】保育所待機児童数および保育所利用率の推移
出典：厚生労働省『保育所関連状況取りまとめ（平成26年4月1日）』
【図2】女性の年齢階級別労働力率の推移
出典：内閣府『平成26年版男女共同参画白書（概要）』
（全体）
（3歳未満）
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【図3】女性の配偶関係、年齢階級別労働力率
出典：厚生労働省『平成24年版　働く女性の実情』
【図4】きょうだい数１人（本人のみ）の母の出産１年前の就業状況別にみた出産半年後の就業状況
出典：厚生労働省『21世紀出生児縦断調査（平成22年出生児）（結果の概要）』
１．２　保育所整備の意義
　我が国が「少子高齢化」および「人口減少社会」
問題に直面している中で、保育所を整備して女性
の就労を支援することは、少子化対策（出生率の
向上）と労働力の確保のために重要である。我が
国の合計特殊出生率は1.43（2013年）と低く、こ
の傾向が続けば、2060年には国民の約40%が65
歳以上の高齢者という人口構成になると予測され
ている（国立社会保障・人口問題研究所，2012）。
生産年齢人口の減少と高齢化の進展は、労働力や
生産性の低下に繋がることから経済への悪影響が
懸念される。また、世代間の人口バランスの悪化
から、年金、医療、介護といった社会保障制度の
持続可能性が危ぶまれる。
　少子化の要因の一つは、女性が仕事か出産・子
育てかの二者択一を迫られていることである（福
島，2010）。我が国では高度経済成長期に男性稼
得者モデルが確立し、男性が稼ぎ手となり、女性
は主婦として家事・育児を担うという性別役割分
業が標準的な家族形態とされた。福祉国家として
の日本は家族主義がその特徴であり、福祉供給に
おいて国家や市場の役割が小さく、育児や介護と
いったケア労働は家族が主な供給者として想定さ
れてきた（エスピン－アンデルセン，2000）。国
による家族政策への財政支出は小規模にとどまり、
家族関係社会支出の対 GDP 比はフランスやス
ウェーデンなどの欧州諸国のそれと比較して約4
割程度となっている（内閣府，2014b）。現在で
は女性の労働市場参加が進み、家族形態が変化し
てきている一方で、依然として家族外からのケア
の供給が不足していることが問題となっている。
女性のワークライフバランスを実現できる社会制
度が十分に整備されていないことから、それまで
就労していた女性の54.1%は出産を機に退職して
いる（厚生労働省，2010a）。夫婦は平均2.3人の
子どもを持つことを希望しているが、理想子ども
数を実現できている夫婦は約7割にとどまってお
り、その理由として最も多いのは「子育てや教育
にお金がかかり過ぎるから」という経済的理由で
ある（厚生労働省，2013）。したがって、経済的
基盤を維持しつつ、子育てができる環境が必要で
あるが、仕事と出産・育児の両立が困難な環境の
日本においては、仕事を優先させて子どもを生み
控える、あるいは、出産・育児のために仕事を辞
めて経済的な懸念から子ども数を減らすという傾
向が現われていると考えられる。
　少子高齢化とそれに伴う労働力不足に対処する
には、出生率と女性の労働力率を同時に上げてい
く必要がある。女性は働く意欲はあるものの、就
業に結び付いていない「潜在的労働力率」が高い。
就業を希望しながらも求職活動を行っていない女
性の約6割が「家事・育児のために仕事が続けら
れそうにない」ということを理由として挙げてい
る（厚生労働省，2010b）。したがって、仕事と
家事・育児の両立を助ける環境の整備は必須であ
り、保育所はこの両立に不可欠な制度であること
から、保育需要を満たして待機児童を解消するこ
とは喫緊の課題といえる。
１．３　研究の目的と構成
　本研究の目的は、保育所の待機児童が解消に至
らない現状を踏まえて、保育所政策の実施形態と
実施アクターに着目し、これらが政策目標の達成
に与える影響を明らかにすることである。政府は
1994年から少子化対策を開始しており、保育所
の整備は初期の少子化対策の中心的取り組み事項
であった。以降、規制緩和等を中心とした新自由
主義的な保育所政策が実施され、保育所の受け入
れ児童数は継続的に増加してきたものの、なお待
機児童の解消には結びついていない。では、具体
的にこれまでどのような待機児童解消政策が形成
され、それらはどのように実施されてきたのだろ
うか。いったん決定された政策は、機械的あるい
は自動的に遂行されるように考えられがちだが、
実際の実施過程は行政資源の有限性やアクターの
裁量の問題とも密接に関連する複雑な過程となっ
ている（早川他，2004）。したがって本稿では、
政府が待機児童解消に向けてどのような方法・戦
略を用いてきたのか、それにはどのようなアク
ターが関わってきたのか、政策を実現する上での
障害にはどのようなものがあるのか、について政
策実施理論を基礎にして分析を試みる。そして、
「新自由主義的政策はボトムアップ型の政策実施
形態を促すと同時に、保育の質と量のジレンマを
生じる。市民に近いアクター（各自治体の第一線
職員）による主体的実施活動は、こうした問題に
対処しつつ保育所の整備を促進する」という仮説
を立て、事例研究を行う。また、その結果から、
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今後の保育所政策への示唆を得ることがねらいで
ある。
　本稿の構成は、次の第2章において、政策実施
理論に関する先行研究を概観する。政策実施理論
には主に 2 つの基礎的アプローチ：トップダウ
ン・アプローチとボトムアップ・アプローチがあ
り、それぞれの特徴および批判点について述べた
後に、両者の統合的アプローチについても提示す
る。また、これらの理論をもとに、第3章の事例
研究で用いる「実施」の定義を規定する。事例研
究では、トップダウンとボトムアップの両方の視
点を分析枠組みとして用い、これまでの待機児童
対策の実施プロセスをみていく。その際、中央政
府レベルの実施過程（マクロ・インプリメンテー
ション）と、地方政府レベルの実施過程（ミク
ロ・インプリメンテーション）とに分けて分析を
行い、今後の政策実施の方向性を示唆する。最後
の第 4 章では、本稿の内容をまとめ、リミテー
ションについて言及する。
２　政策実施理論の先行研究
　本章では、政策実施理論の先行研究を概観す
る。その目的は、本稿における「実施」を定義す
るため、および事例研究を行う際の理論的基礎と
するためである。
　1960年代まで政策の実施過程は、政策過程研
究の中でほとんど関心が払われない研究分野であ
り、「失 わ れ た 環（missing link）」（Hargrove, 
1975）と言われた。政策の実施や法の施行はス
ムーズかつ直線的に行われると楽観的に考えられ
ていたからである。しかし、プレスマンとウィル
ダフスキーの著書 Implementation（1973） で、
政策が決定者の意図通りには実施されないことが
示されたことを先駆けとして、1970年代からア
メリカにおいて政策実施研究が盛んとなった。初
期の実施研究では主に「実施のギャップ」が注目
され、政策のデザインが良好でも、実施過程にお
いて政策が失敗することが、多くの事例研究を通
じて指摘された。同様にさまざまな理論研究も積
み重ねられ、その中でも2つの主要分析枠組みが
「トップダウン・ アプローチ」 と「ボトムアッ
プ・アプローチ」である。
２．１　トップダウン・アプローチ
　トップダウン・アプローチは、上層部が政策を
決定し、その政策意図がヒエラルキーを正確に伝
わって、下層部で忠実に実行されることが、政策
実施「成功」の秘訣であるとする視点である。こ
のアプローチをとる政策実施研究は、政策の形成
と実施を明確に区別し、実施過程を政府の公式な
政策決定から始まるものと考えて、分析もそこか
ら 開 始 す る（Mazmanian and Sabatier, 1983）。
そして、ヒエラルキーのトップにおける決定がど
のようにヒエラルキーを通過していき、下層部で
より詳細なルールや手続きに変換されていくかを
辿り、当初の意図と実際の結果の間に見られる
ギャップについて調査する。多くの研究者がさま
ざまな変数を用いてトップダウンの概念モデルを
発展させていったが、その中でも政策実施の理論
化に大きく貢献したのがバンミーターとバンホー
ンである（外川，2001）。 彼らは、 政策実施を
「先になされた政策決定において示された諸目的
の達成に向けた、公的及び私的個人（あるいは集
団）による諸活動を含むもの」と定義し、実施の
終点を「期待されたサービスが実際に提供された
段階」とした。彼らの概念モデルでは、政策実施
過程を政策とその成果（パフォーマンス）をつな
ぐプロセスだと考え、そこで影響を与える変数が
整 理 さ れ て い る（Van Meter and Van Horn, 
1975）。
　サバティアとマツマニアン（1980）は更にトッ
プダウン型のモデルを発展させた。彼らは政策が
なぜ失敗するのかを解明するだけではなく、成功
させるにはどのような要因に着目してどう制御す
れば良いのかという観点から概念モデルを形成
し、その示唆の一つは、政策実施過程は、条件さ
え整えばある程度コントロールが可能であるとい
うことにある。すなわち、アクターの選好や行
動、その構成を政策のさまざまな規定を通じてコ
ントロールすることによって、実施過程の末端ま
で上層部の許容範囲内に制御できるとしている
（Sabatier, 1986）。
　トップダウン研究者に共通する目的は、政策形
成者へ一般化できるアドバイスを提供することで
ある。一般的なトップダウンアドバイスは、次の
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ような処方箋を含んでいる：（1）政策目標を明
確かつ一貫性のあるものにする、（2）アクターの
人数を最小限に抑える、（3）必要な変化の範囲を
抑える、（4）政策目標に理解のある機関に実施責
任をもたせる（Matland, 1995）。
　このアプローチは、当初よりさまざまな批判を
受けてきた。中央の政策形成者のみを主要アク
ターとして重要視し、他のアクターの影響を過小
評価している点や、とりわけ、サービスを実際に
提供する現場での第一線（ストリートレベル）職
員の戦略に関心が払われていないことなどが批判
の的であった（Sabatier, 1986）。また、現実の政
策過程は非常に複雑であって、政策決定と実施を
明確に区別することは困難であり、政策の実質的
内容は実施過程を通じて形成され決定されていく
ものだとも指摘されている（真山，1991）。
２．２　ボトムアップ・アプローチ
　ボトムアップ・アプローチは、トップダウン・
アプローチとは対照的に、現場での政策実施に関
わるアクターのネットワークを特定するところか
ら分析を開始する。そして、実際にヒエラルキー
におけるどのアクターが計画を作り、財源を確保
し、実施することに関わっているのかを明らかに
しようとする（Lester et al., 1987）。このプロセ
スでは、伝統的な政策の形成、決定、実施、再形
成というような政策段階は意味を持たなくなる。
　リプスキーによれば、ストリートレベルの官僚
たちの行動は法令や規則によって制限されている
ものの、彼らは単に政策過程の末端に位置してい
るのではなく、裁量をもった主要なアクターであ
るという。ストリートレベル官僚の意思決定や、
彼らのルーティーン、予期せぬ事態への対応策と
いったことが、実際に実施する政策になるのであ
り、政策は基本的に現場で形成されているという
のである（Lipsky, 1980）。
　バレットとファッジも同様に、政策の実施者は
受け身の存在ではなく、自律的に彼らの目標を追
求していると主張する。政策は固定的なものでは
なく、実施過程において交渉が行われ、修正が加
えられたりもする。トップダウンの視点からは、
政策内容と実施の結果とのギャップは除かれるべ
きものであるが、バレットらによれば、実施とは
ともかく何かを行うことであり、一致よりも履行
が主たる目的であるというのである。これらの見
解では、政策の形成と実施を区別することは不適
切となり、実施とは「政策と行動の連続体（policy/ 
action continuum）」であるとしている（Barrett 
and Fudge, 1981）。
　こうしたボトムアップ・アプローチも批判を免
れてはいない。周辺アクターの裁量を過大視し、
彼らの認識や行動に中央政府が直接的・間接的に
与える影響を見落としているというのである。す
なわち、ストリートレベルの官僚たちが活動する
制度的背景や使用する政策資源は、政策や法令に
よって規定されているという事実を軽視している
ことになる（Matland, 1995）。
２．３　統合的アプローチ
　トップダウンとボトムアップのアプローチは、
それぞれ一長一短があり、各アプローチが適する
政策も異なっている。そこで、どのような要因が
どのような状況下で重要になってくるのかを明ら
かにするため、両者を統合する動きが見られるよ
うになった。その初期の試みとして、バーマンの
研究がある。バーマン（1980）によれば、政策実
施の戦略のデザインとして、「プログラム化された
（programmed）実施」と「適応的（adaptive）実
施」の２つのアプローチがあり、これらはそれ
ぞれトップダウンとボトムアップの視点に対応す
るものである。「プログラム化された実施」アプ
ローチは、政策実施問題を、（1）ミスリーディン
グ、混乱、価値の対立につながる政策目標の曖昧
さ、（2）権限の重複を伴う多すぎるアクターの参
加、（3）実施主体の抵抗・無能力・非効率などか
ら生じるものと考える。そして、詳細な計画立
案、責任の所在の明確化、アクターの政策形成へ
の参加制限、実施主体の裁量の最小化、といった
対策が、政策が当初の意図通りにかつ自動的に実
施されていくという理想的な状態を生み出すと考
える。
　これと対照をなすのが「適応的執行」であり、
政策実施問題の原因となるのは、（1）目標の過度
の特定化と厳格性、（2）意思決定への関連アク
ターの参加の欠如、（3）執行主体に対する過度な
コントロールである。したがって、このアプロー
チは、緩やかな目標設定、関係アクターの参加と
裁量の発揮、政策評価を通じた調整や学習を推奨
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する。
　バーマンによれば、どの政策にも普遍的に適用
できる実施アプローチはないが、各方法は状況判
断をしっかりとして適切に使えば効果的であり、
また、両者を組み合わせた実施形態が必要となる
ケースも多いという。
２．４　本稿における政策実施過程の定義と研究
方法
　ここでは事例研究での分析の範囲を定めるため
に、「政策実施過程」を定義する。トップダウン
とボトムアップはその視点の違いから、それぞれ
異なる形で政策実施過程を定義している。トップ
ダウン・ アプローチでは、「政策実施過程」 を
「政策決定の後、政策評価を受けるまで」と見な
す政策段階モデルに沿ったものとして定義してい
る。すなわち、政策形成者が政策を作り、他の官
僚がそれを実施することを想定している（John, 
2012）。しかし、何をもって「政策決定」と見な
すかで、「政策実施」として捉えるプロセスは狭
まりも広がりもするため、どこからを政策実施過
程とするかについては疑問がある。例えば、議会
の議決を「決定」とみなし、法律を「政策」と見
なすならば、政省令などの制定以降のプロセスが
「政策実施過程」となるが、各省の公式な意思決
定を「決定」と見なし、通達まで含めて「政策」
と見なせば、「政策実施過程」は現場での実施関
連プロセスにほぼ限定されることになる（嶋田, 
2010）。
  ボトムアップの視点では、「政策決定」と「政
策実施」を分けておらず、「実施過程」は「政策
と行動の連続体」だとして、政策を詳細な手続き
に変換あるいは改良していく一連のプロセスと見
なしている（Barrett and Fudge, 1981）。という
のも、政策の内容はしばしば一般的かつ漠然とし
ていて、実際の執行活動とは関連が薄い場合も多
いからである。イングラム（1990）は、「政策実
施の研究者は、政策改善という究極の目的に資す
るようにスタート地点を選ぶべきであり……政策
形成を切り離した政策実施の概念は政策の助けに
な ら な い」 と し て い る。 ま た、 パ ル ン ボ ら
（1984）は、政策とは、特定の行動を導く意図や
原理であって、それゆえ、「実施されるもの」と
いうのは「政策」ではなく、特定の政策達成に向
けて作られるさまざまな「規則やプログラム」で
あるという。これに基づけば、細かい規則目標が
達成されていなくても、全体としての政策目標を
達成できる場合もある。
　上記の議論にかんがみて、本稿では、政策実施
を「政策目標実現のためのプロセス全体」と定義
する。具体的には、保育所の待機児童解消を政府
の政策目標と見なし、その実現に必要な、法律・
規則・プログラムの制定を含めた手続きも実施過
程と見なしていく。このように法律等の形成まで
幅広く政策実施の中に含めることは、政策実施の
「失敗」が、現場の実施活動の不十分さに起因し
ているのか、あるいは、実施活動の前提となって
いるプログラム等が誤った因果関係や理論に基づ
いて形成されているからなのか、といった分析を
可能にする（嶋田, 2010）。
　しかし、調査対象期間が1994年からの20年と
いうことと合わせて、「実施過程」の定義に広範
なプロセスを含むことは、多様な現象を視野に入
れることができる反面、分析の焦点が合わせにく
くなるという問題が生じる。この問題に対処する
ために、次章の事例研究では、実施過程を「マク
ロ・インプリメンテーション」と「ミクロ・イン
プリメンテーション」の2段階に分けて分析を進
める。これはバーマン（1978）の分析枠組みから
示唆を得たものであり、「マクロ」レベルとは、
中央政府におけるアクター達が政策目標の達成に
向けた政策を形成する段階、「ミクロ」レベルと
は、地方機関が中央政府の政策を現場で実施して
いく上で、独自の内部政策を構築していく段階で
ある。
３　事例研究
　事例研究にあたって、これまでの保育所政策の
実施形態の変化と、主要な実施アクターに着目
し、次の仮説を検証する。保育所政策において、
「新自由主義的政策はボトムアップ型の実施形態
を促すと同時に、保育の質と量のジレンマを生じ
る。裁量を持った第一線職員の主体的な実施活動
は、こうした問題に対処しつつ保育所の整備を促
進する。」上記したように、中央政府レベルと地
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方政府レベルの2段階に分けて事例分析を行い、
中央政府レベルでの政策実施の事例から、新自由
主義的政策が実施形態をトップダウンからボトム
アップに変化させてきたことを示す。次に、地方
政府における事例から、特に市民に近い第一線職
員の主体的な実施活動が保育所の整備に重要であ
ると同時に、それを可能にする制度的・財政的支
援が不可欠なことを指摘する。
３．１　中央政府レベルでの政策形成（マクロ・
インプリメンテーション）
　図5はこれまでの少子化対策の流れの一覧であ
る。本節では、これらの対策のうち、待機児童解
消へ向けた取り組みについて取り上げる。
　政府は、1990年の「1.57ショック」3 によって少
子化傾向が問題として広く認識されるようになっ
たことを契機に、少子化対策を開始した。その最
初の対策パッケージが1994年策定の「エンゼル
プラン」である。この重点施策の一つである「多
様な保育サービスの充実」を具体化するために、
「緊急保育対策等5か年事業」が計画され、低年
齢児保育は60万人に、延長保育は7,000か所、一
時保育は 3,000 か所など、5 年後の数値目標が設
定された。
　「エンゼルプラン」は当時の厚生省のイニシア
チブの下、官僚主導で策定されたものである。有
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【図5】これまでの少子化対策
出典：内閣府『平成26年版少子化社会対策白書』
識者による審議会の開催や与党による関与はな
く、政府の関係省庁の担当部局が中心となって作
られた（増田，2008）。当時の政権を担っていた
自由民主党が、伝統的家族モデルを重視するとい
う保守的イデオロギーによって、保育政策などに
は消極的（Boling, 1998）だったことが一因であ
ろう。しかし、世論の少子化問題への関心の高ま
りを受けて、1999 年の「新エンゼルプラン」か
らは政府全体で少子化対策に取り組んでいく方向
になっていった（増田，2008）。2003年には議員
立法により、少子化対策を的確かつ総合的に推進
するために「少子化社会対策基本法」が制定さ
れ、同法に基づいて、内閣府に内閣総理大臣を会
長とした全閣僚から構成される少子化社会対策会
議が設置された。また同年、初の少子化担当大臣
が任命された。なお、「新エンゼルプラン」とは、
「エンゼルプラン」と「緊急保育対策等5か年事
業」を見直した計画であり、2000年度から2004
年度までの5か年計画で更なる受け入れ児童数と
保育サービスの拡大が図られた。その後も数年毎
に新たなプロジェクトの下で数値目標が設定さ
れ、継続的に保育所の受け入れ児童数の拡大が推
進されている。
　待機児童解消への具体的な戦略としては、厳し
い財政の中で、主に規制緩和という手段が使われ
た。また、各自治体がニーズに柔軟に対応しつ
つ、規制緩和等によって保育所の受け入れ児童数
を増やしていけるよう、地方分権化も行われた。
2001年からの小泉政権では、新自由主義的な構
造改革が進展し、保育を含むさまざまな分野で規
制緩和が推進された。保育行政は、厚生労働省の
所管事項であるが、内閣府に設置された総合規制
改革会議や男女共同参画会議による提言と密接に
結びついており、これらの機関が保育分野の規制
緩和を主導・促進してきた（鈴木，2004）。これ
までの保育サービスは、全国一律のサービス水準
を保つべきという認識から公的主体が主たる担い
手であり、市場原理には馴染みにくいものとされ
ていた。しかし、これがコストの合理化や生産性
の向上を阻害し、サービスの質的向上・量的拡大
が妨げられているとして、さまざまな改革の提言
がなされたのである（同上）。2002年策定の「少
子化対策プラスワン」で掲げられた待機児童解消
のための具体的な施策は、保育所分園の設置、定
員の弾力化（定員以上の入所）、保育所運営主体
の規制緩和（社会福祉法人以外のNPO、学校法
人、株式会社等の参入許可）、保育時設置の最低
基準の緩和（公園などによる園庭の代替、居室面
積基準の引き下げ、防火・非難基準の緩和等）、
保育所の民営化（公設民営、民間移管含む）であ
る（泉，2005）。2005年には、総務省が「地方公
共団体における行政改革推進のための新たな指
針」を出し、自治体に民間委託の推進、指定管理
者制度・PFIの活用、職員の削減等の計画（集中
改革プラン）の作成と実施を求め、これによって
全国の自治体では職員の削減や施設の民間委託が
進行した（全保連，2013）。保育所を新設しての
定員増加には多額の財源が必要となる一方で、規
制緩和による対策は、いずれも限られた財政の範
囲内でなるべく多くの保育サービスの供給を行え
るよう、低コストを意識した解決策である。こう
した低コストを基調とした規制緩和による対策
は、2009年に民主党政権となっても継承された
（同上）。また、2004 年の「三位一体」の改革以
降、公立保育所運営費への補助金が減少すること
となった4。
　しかし、増え続ける保育需要に継続的に対応し
ていくためには、保育関連予算の拡大が必要と
なってくる。政府は2008年、「新待機児童ゼロ作
戦」による保育所の整備等への活用を目的とし
て、国からの交付金を財源に、各都道府県に「安
心こども基金」を創設した。この基金はその後も
拡充・延長が図られている。現在推進中の「待機
児童加速化プラン」では、2013、2014年度を「緊
急集中取組期間」 とし、2 年間で約 20 万人分、
2015年度から2017年度までを「取組加速化期間」
とし、合わせて約40万人分の保育の受け皿を確
保して待機児童の解消を目指している（内閣府，
2014）。この「緊急取組期間」では、5 本の柱か
らなる支援パッケージにより、意欲ある地方自治
体を強力に支援する財源として、2014年度予算
において、保育所の定員を7.2万人増加するため
の保育所運営費を確保するとともに、安心こども
基金に所要の金額を積み増すとしている。また、
2015年からは「子ども・子育て支援新制度」が、
消費税率10%への引き上げによる財源の一部を
得て実施される。「新制度」では、保育所等の施
設型保育への支援だけでなく、多様な保育事業も
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財政支援の対象として、「小規模保育」、「家庭的
保育（保育ママ）」、「居宅訪問型保育」「事業所内
保育」の4つの事業についても財政支援の対象に
している。こうした多様な保育を財政支援の対象
とすることにより、特に待機児童が多く、施設の
新設が困難な都市部における保育の量的拡大等を
図ることをねらいとしている。
　地方分権化に関しては、2011年には「地方主権
改革一括法」の成立により、それまで国が一律に
示してきた保育所の最低基準について都道府県や
政令市・中核市が地方条例で定めることとなった。
その際、都道府県等は、「厚労省で定める基準に
従い定める」とされた。ここで、保育士配置基準、
居室面積基準、人権にかかわる基準については、
「従うべき基準」とされ、省令以上の基準で条例
化する必要があるが、その他は「斟酌する基準」
とされている（全保連，2013）。また、待機児童
が多いなど特別な理由がある地域では、居室面積
基準の「従うべき基準」は「標準」という扱いに
なり、特例的に緩和することが認められている。
３．２　地方政府レベルでの政策実施（ミクロ・
インプリメンテーション）
　国の対策を受けて、各自治体が保育所の受け入
れ児童数の増加に取り組んだ結果、保育所定員
数、利用児童数および保育所数は継続的に上昇し
てきた（図6）。国が保育制度の規制緩和を進め
る一方で、あくまで緩和された基準をどの程度反
映していくかは、自治体次第である。ここでは、
自治体の実際の実施活動について焦点を当てる。
まず、各規制緩和策の自治体における実施状況に
ついて概観した後に、待機児童ゼロを達成した横
浜市を例に、その詳細な実施戦略を見ていく。
　認可保育所の定員の弾力化（定員以上の入所）
について、平成23年の「地域児童福祉事業等調
査」によれば、保育所のある市町村のうち、79.9%
の自治体で定員の弾力化を認めており、71.5%で
弾力化を実施している。また、全体で69.9%の保
育所が定員の弾力化を実施しており、 公立は
51.5%、私立は84.4%の保育所で弾力化を行って
いる。これは年々増加傾向にある。市町村および
保育所の弾力化の状況は、ともに人口規模が大き
くなると定員の弾力化を認める（実施する）割合
が大きくなる傾向にある。人口の多い「指定都
市」では全ての市が弾力化を認めており、「指定
都市」にある保育所の91.2%が弾力化を実施して
いる。弾力化を認めていない市町村の理由として
は、「待機児童がいないため必要ない」（85.6%）
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【図6】保育所定員数、利用児童数および保育所数の推移
出典：厚生労働省『保育所関連状況取りまとめ（平成26年4月1日）』
が主な理由であるが、「入所児童の処遇の低下を
心配」（11.9%）という声もあがっている。
　保育所の居室面積と保育士の人員配置について
は、2011年の地域の自主性および自律性を高め
るための地域主権一括法の成立により、地方条例
で定めることになった。各都道府県、政令市、中
核市は、厚労省が示す省令基準以上で条例化を行
う必要があるが、特に待機児童が多い地域35の
自治体では、特例的に省令基準を下回った基準を
設定することができる。この省令基準は「最低基
準」であり、本来この基準よりも上回った基準の
設定が求められるが、乳児室の面積を省令基準の
1.65㎡を上回る3.3㎡以上としたのは、9都県およ
び20政令市中13市である。一部自治体では緩和
特例を適用して省令以下の基準を用いており、特
に大阪市は全ての年齢児で面積基準を1.65㎡とし
ており、突出した特例措置を行っている（全保
連，2014）保育士配置については、全ての都道府
県が省令基準を採用しており、一部政令市と中核
市では、省令基準を上回って条例化している。
　保育所の民営化・民間委託の状況については、
公立保育所と私立保育所の数は、2000年に公立
12,723 か所、私立 9,472 か所（総施設数 22,195 か
所）であったのが、2012 年には、公立 10,280 か
所、 私立 13,405 か所（総施設数 23,685 か所） と
なった。総施設数が増加している中で、公立保育
所数が減って私立との施設数比率が逆転している
ことから、保育所の民営化が促進されたことが分
かる。民営化が待機児童解消の手段となるのは、
相対的にコスト高で柔軟性に欠ける公立保育所を
民営化することで自治体の財政負担を減らすこと
ができ、その余力を保育サービスの充実にあてら
れるからである（泉，2005）。保育所の運営費の
約8割は人件費が占めている。公立保育所が高コ
スト構造になってしまうのは、保育士が公務員で
あることや平均年齢が高いことから給与が高くな
り、同じサービスを提供する上でより人件費がか
かるからである。もう一つ、財政上の理由とし
て、民営化進展の背景には、2004年に公立保育
所のみ運営費と施設整備費に対する国庫補助負担
金が廃止となり、一般財源化されたことがある
（全保連，2014）。国庫補助削減分は、一般財源の
主要部分を占める地方交付税で賄われるとされ
た。しかし、全体として地方交付税総額が削減さ
れたため実質的に財源補填されず、自治体の財政
負担が強まり、2005年時点で約3割の自治体で保
育所運営費が減少することとなった（全保協，
2005）。
　私立保育所の設置主体は、2000 年までは、福
祉事業の公共性、継続性、安定性等を確保するた
めに非営利の社会福祉法人に限られていた。規制
緩和された現在でも、社会福祉法人が私立保育所
設置主体として最も多いものの（88%）、学校法
人（3.9%）、宗教法人（1.7%）、株式会社（3.4%）、
NPO（0.6%）などの参入が進んできている（全
保連，2014）。
　このように保育所の運営が改革されていく中
で、保育の「質」を巡る問題点が多く浮上してい
る。規制緩和や民営化といった手段は、保育所を
新設するよりも低コストで迅速に保育サービス供
給を増やすことができる反面、子どもにとって適
切な保育環境が担保できるとは限らない。施設内
で保育する児童数が増えて保育士の数が減れば、
それだけ部屋は過密状態となり、保育士の目が届
かなくなり、事故などの危険が増す可能性があ
る。そうした懸念から改革には批判の声が寄せら
れており、大阪市が保育所基準の条例制定に際し
て2012年にパブリックコメントを実施したとこ
ろ、2,015 件中 1,716 件が「（省令基準の）保育士
配置基準に反対」 との意見だった（全保連，
2013）。民営化された保育所の「質」についても
さまざまな議論が展開されている。私立保育所は
公立に比べて、施設の築年数、低年齢児の受け入
れ、開所時間などで質的に優位となることが多い
（全保協，2008）。また、保育所の質を示すさまざ
まな指標を点数換算して評価する研究において、
民営保育所の方が高得点を獲得してよりサービス
の質が優れているという調査結果もある（狭山，
2012）。しかし、延長保育の実施や建物が新しい
からといって、本質的に保育の質が良いとは言い
切れない。より重要なのは、保育士の専門的知識
や技術、経験であるという意見もある。質の良い
保育とは何であるかに関する認識は多岐に渡るた
め、保育所の運営者と保護者の間に見解の相違が
出てくることもあり、中には公立保育所民間移管
における保育サービスの質をめぐって訴訟に発展
した例もある。一例として横浜市では、2004年
に市が4つの市立保育所を民間移管したことに反
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対する園児の保護者らが同市を相手取り、民間移
管取消と慰謝料の支払いを求めた訴訟事件があっ
た 5。横浜市は、民間移管によって延長保育、一
時保育、休日保育等の実施状況が向上し、多様な
保育ニーズに柔軟に対応できるようになったと主
張したが、保護者らはベテラン保育士の減少や移
管に伴う環境の変化によってサービスの質が大き
く損なわれたと主張した。この事例では、急性な
移管手続きが保護者の不信感を招いて質に対する
認識を悪化させた可能性がある。このような事態
を避けるには、移管手続きの厳格化を行い、保護
者の意見も受け止めて信頼関係を維持していくこ
とが大切となってくる（同上）。
　上記のような問題点を踏まえて、国が推進する
規制緩和などの手段で待機児童対策を実施してい
く上では、各自治体は地域の特徴や市民のニーズ
に応じて、より細かな戦略を立てていく必要があ
る。また、自治体独自に工夫した対策を講じてい
くことも重要である。例えば、特に待機児童問題
が顕著な大都市圏では、「認可」に必要な施設や
敷地の広さを確保することは設置基準が緩和され
てもなお困難である。そのような現実に対処する
ため、東京都や横浜市、川崎市、仙台市、浜松市
などで、自治体独自の基準を満たす認可外保育所
に対する助成が積極的に図られている。東京都は
0歳児保育、長時間保育、駅前保育など、大都市
特有のニーズに対応するため、2001 年に「認証
保育所」制度を発足させて、認可保育所に準ずる
公費補助と監督を行っている。2001年に政府が
待機児童の定義を変更した際、こうした自治体の
単独施策による保育所に入所している児童は、待
機児童数には含まれないことになった。
　横浜市では、市長のイニシアチブの下で区役所
の職員がさまざまな手段を駆使し、3年という期
間で2013年に待機児童ゼロを達成した。横浜市
の「調査季報」（2013）においてその戦略が詳し
く紹介されているが、主な取り組みとしては、ま
ず、区役所が主体的に保育所の整備を担っていく
よう人事配置・役割分担を切り替え、2013年の4
月までに待機児童を解消するという時限目標を立
てて、予算を重点的に配分したことである。短期
間で成果を出すには、市内18の区ごとに保育所
が必要な場所や量を見定めてピンポイントで保育
所を整備していく必要がある。以前は局が待機児
童に関する分析を行っていたが、現場に近い区役
所が地域分析を行うことによって詳細な情報が手
に入るようになり、ニーズに合わせて効率的・効
果的に保育所を整備できるようになった。また、
そうした地域情報を活用して、さまざまな主体へ
の用地提供を呼びかけ、土地所有者と保育事業者
のマッチングをする仕組みの創設や、保育所の立
地を工夫して高架下といった未利用地の活用がな
された。さらに、「保育コンシェルジュ」という
相談員を区役所に配置し、さまざまな保育サービ
スの中から利用者のニーズに最適なサービスを案
内して、認可保育所への需要を抑制する方法も取
られた。このように横浜市では、制度的・予算的
な環境が整えられ、第一線職員が地域の状況に合
わせて保育所の整備を行えたことが待機児童解消
へとつながってきたといえる。こうした取り組み
は「横浜方式」として多くの注目を集め、現在国
で推進している「待機児童解消加速化プラン」に
も内容が反映されている。
３．３　事例分析　
　本節では、中央政府・地方政府レベルでの実施
活動の内容を振り返りつつ仮説を検証する。
　まずは中央政府における実施活動について、政
府は20年前に保育所の整備を開始し、数値目標
と達成年次を数年毎に定めて、継続的に受け入れ
児童数の増加に取り組んできた。当初、計画策定
の主アクターは厚生省を中心とする関連省庁の官
僚たちであったが、国が少子化対策に力を入れて
いく中で、政府全体で取り組む形となっていっ
た。保育制度は、児童福祉法に基づいて市町村に
保育提供の一義的な責任がある。一方、保育所の
サービス水準は一律であるべきという認識から、
かつては国が保育所設置の基準を一律に定め、運
営に関する規制も多かった。しかし、保育所の受
け入れ児童数を迅速に増やしていくための戦略と
して新自由主義的な手法が取られ、設置基準に関
する規制緩和や民営化が推進された。また、地方
自治体がニーズに合わせて柔軟に保育所整備を
行っていけるよう、地方分権化も進められた。こ
れらのことから、保育所行政は、国主導でトップ
ダウン的であった制度が、徐々に地方に裁量と財
源を与えて国が自治体の取組をバックアップする
方向に変化してきたと言えるだろう。中央政府は
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待機児童解消に向けて積極的にイニシアチブを
取っていく必要があるが、実際に施策を行ってい
くのは、それぞれの事情を抱えた地方政府であ
る。中央政府が各自治体に一律的に規制緩和を実
施させたり、関連するアクター数やその裁量を抑
制したりといったトップダウン的な政策実施方法
は保育所政策には不適切であり、待機児童の解消
は不可能である。現在、国が推進している「待機
児童解消加速化プラン」は、意欲ある自治体を強
力に支援していくプロジェクトである。その内容
には政府が地方での効果的な取り組みを吸い上げ
て全国に広げていくという姿勢が見られることか
ら、ボトムアップ的政策実施が行われているとい
えよう。
　各自治体では、中央政府の方針や地方分権改革
を受けて、限られた財源の中で、各地域の待機児
童の発生状況やニーズに合わせて規制緩和や民営
化を進めてきた。その過程では、保育の質と量の
ジレンマのように、相反する要請のバランスを取
りつつ、待機児童解消を目指すという難しい課題
が生じている。単に規制緩和や民営化を実施して
いけば良いということはなく、また、待機児童の
状況は地域によって異なるため、ある自治体で効
果的な対策があっても、それを他の自治体で適用
できるとは限らない。横浜市の成功事例が示すよ
うに、有効な対策を実施していくには、現場職員
が保育サービスの質と量の問題を考慮しつつ、地
域の事情に応じた独自の戦略を工夫していくこと
や、市民を含んだ多様化するアクターとの協働・
連携をより一層行っていくことが求められる。ボ
トムアップ・アプローチが指摘するように、具体
的な政策は現場で作られるべきであり、現場職員
には高度な政策実施スキルが要求されるだろう。
そして、上層部はこれを可能とする制度を整え、
十分な財政支援を行っていく必要がある。しか
し、事例研究で述べたように財源確保は一つの課
題となっている。公立保育所への国の補助は少な
く、自治体の財政負担が重くなっている。自治体
では公立保育所の民営化等によって低コスト化が
図られているが、増加し続ける保育需要に継続的
に対応していくには、予算の拡大は避けられない
課題である。国は今後の保育・子育て支援策につ
いて消費増税分を財源の一部に当てるとしている
が、不足分の財源確保の目途は立っていない。ま
た、増税自体の先送りが表明された現在（2015年1
月）、これが今後果たされるか注視していく必要
がある。
４　おわりに
　本稿では、待機児童の解消が我が国の喫緊の課
題であるという認識のもと、これまでの待機児童
解消政策の実施過程について分析した。事例研究
より、政策実施過程は国によるトップダウン型か
ら地方の裁量を拡大するボトムアップ型へと変化
してきたことが分かり、地方自治体内部において
も、第一線職員が活躍するボトムアップ的な保育
所の整備が効果的であることが分かった。すなわ
ち、より市民に近いアクターが主体的に裁量を
もってプログラム形成を含めた実施活動を担って
いくこと、そしてトップがそれを可能にする制度
を整え、十分な財源を提供すること、これを国－
地方関係および自治体内部において推進していく
ということが重要である。一方、待機児童の解消
にはいくつもの乗り越えなくてはならない課題が
ある。それは、保育の質と量のジレンマや、地域
毎に異なるニーズへの対応といった政策実施の複
雑性、十分な財源の確保などである。財源確保に
ついては見通しの立っていない部分があるが、
2017年度末までに待機児童解消という国が掲げ
る時限目標をしっかりと意識して、迅速に対策を
講じていく必要があるだろう。加えて、保育所の
定員を増やすことで新たな需要を喚起してしまい
待機児童数の減少につながらないという根源的な
問題もある。何十万人もの潜在的待機児童の存在
が多くの研究で指摘されており、それらが今後顕
在化してくることを視野に入れて対策を続けてい
かなくてはならない。では、より具体的にどう
いった条件下で、これらの課題の乗り越え、待機
児童の解消という政策目標を達成できる望ましい
実施形態が促進されるのかということについて
は、今後更なる研究が必要である。
　本研究は、研究手法が文献ベースであることか
ら情報が限られたものとなっている。また、分析
範囲を広範に設定したため、その中で認可保育所
に関する動向のみを扱っている。認可保育所の整
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備に関しても触れていない対策や問題点等が残っ
ている。したがって、その他の多様な保育制度も
含めて実施動向を調査していくこと及びボトム
アップ的政策実施を促進する変数を探ることで、
より研究が意義のあるものとなるだろう。
今村由衣子：保育所の待機児童解消政策：ボトムアップ型の政策実施への転換
48
　　　　　　　　　　
［注］
 1 本稿は、日本公益学会2014年度秋季研究大会（グロー
バル・ガバナンス学会と共催）報告、今村由衣子「政策
実施研究：待機児童解消政策の事例について」を修正し
たものである。
 2 特に、東京都、神奈川県、千葉県、愛知県、大阪府の
5都府県で全体の6割強を占めている。
 3 1990年の1.57 ショックとは、前年（1989（平成元）年）
の合計特殊出生率が1.57 と、「ひのえうま」という特殊
要因により過去最低であった1966（昭和41）年の合計特
殊出生率1.58を下回ったことが判明したときの衝撃を指
している（内閣府，2014）。
 4 国庫補助金改革・税源移譲・地方交付税の見直しによ
る地方分権の推進を目指した小泉政権の「三位一体の改
革」により、公立保育所運営費の国庫補助負担金が廃止
され、一般財源化された。
 5 横浜地裁は、民間移管取り消しは認めなかったが、民
間移管にあたり、市の裁量権行使に逸脱があったなどと
して、同市に慰謝料支払いを命じた（横浜地判平成18年
5月22日民集63巻9号2152頁［横浜市立保育園廃止処分
取消請求事件］）。横浜市が控訴した結果、東京高裁は地
裁判決を取り消し、民間移管取消請求および慰謝料請求
を棄却した（東京高判平成 21 年 1 月 29 日民集 63 巻 9 号
2260頁）。原告側は上告したが、最高裁はこれを棄却し、
原告敗訴が確定した（最判平成21年11月26日民集63巻
9号2124頁）。
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